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Abstract
This paper aims to 1) reveal the trajectories of swidden societies’ communal forests 
under development by logging or coal mining companies based on a case study from BS 
village in East Kalimantan, Indonesia; 2) discuss why communal forests follow different 
trajectories, and 3) examine natural resource management theory based on realities in 
the field. 
Prior to decentralization and democratization, communal forests were ambiguous 
common pool resources because of unclear membership of users and low excludability 
of non-members. Several descendant groups existed in BS village, and each descendant 
group utilized communal forests in each watershed. As such, non-descendants hesitated 
from utilizing the communal forests. However, because of society’s bilateral descent, 
membership to the descendant group became unclear. If non-descendants requested use 
of the forest from descendants, the request was usually accepted. 
At present, following decentralization and democratization, swiddeners in BS village 
can receive compensation from logging and coal mining companies. Communal forests 
developed by the logging companies have transitioned from ambiguous common pool 
resources to those of the village, and subsequently to those managed by descendant 
groups with clear membership boundaries. Communal forests developed by coal mining 
companies have transitioned from ambiguously common pool resources to swiddeners’ 
traditional private land, and eventually depleted because of the development with surface 
mining method.
Descendant groups cannot prevent the privatization and depletion of communal forests, 
because a societal norm dictates the acceptance of all requests for swidden agriculture in 
the communal forest; tradition dictates that the people who make swidden fields in the 
communal forest have rights to the land. Therefore, it is difficult for descendant groups to 
refuse requests for swidden practices, that is, to stop the privatization of their communal 
forests. 
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Design principles for sustainable common pool resources proposed by Elinor Ostrom 
assert the importance of clearly defining membership and rights to common pool 
resources. However, in a bilateral descent society, it is impossible to define membership 
of descent groups. This paper demonstrates that social issues are caused by defining 
membership boundaries in descent groups in societies with bilateral descent ― which are 
predominant in Southeast Asia. Design principles compatible with social characteristics 
of Southeast Asia must be developed.
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は，インドネシアの州別順位の中で最も高い［Kementerian Lingkungan Hidup dan 
Kehutanan 2018: 145-146］2)。また，東カリマンタン州では石炭企業による石炭の露天採掘も
盛んに行われている。2014 年のインドネシアの石炭生産量は 4.6 億トンであるが，その内の
2.5 億トン（全体の 55.4％）が東カリマンタン州から生産されている［Directorate General 
of Mineral and Coal 2015: 50］3)。焼畑民の共用資源である森林が木材伐採の対象となってお
り，石炭開発も主に村から離れた森林地域で行われている現状にある。これらの開発は焼畑
1) 本稿は，2018 年度第 11 回白山人類学フォーラム「インドネシア外島部における森・土地をめぐる現







































現地調査は 2008 年 8 月から 2014 年 8 月までの間に合計約 1 年 3 ヵ月間，調査対象地の東





























である［寺内 2016: 44-45］（図 1）5)。調査当時（主に 2010 年，2011 年），多くの石炭企業が
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III　地方分権化・民主化以前の社会組織と資源利用
1　社会組織




















































































































































1999 年法律 22 号「地方行政法」によって国家，州，県・市の役割と権限が規定され，県・
市の権限の比重が大きくなった。また，スハルト政権時代に制定された 1967 年法律第 5 号「林
業基本法」は 1999 年法律 41 号「林業法」に改訂され，その新「林業法」の中で「森林行政
に関わる権限の一部を県政府に移譲すること」が明記された。これらの法律に基づき，全国
の地方政府（県）が独自に HPHH 事業を発行できるようになった。さらに，西クタイ県知
事は「森林産物採集権の許可発給方法に関する 2000 年知事令 4 号」を発令し，村外の者（企
業含む）が HPHH 事業を申請するにあたっては，村人と利用料などについて協議し，協力
することが義務付けられた。この知事令によって村人は企業と対等に協議し，企業に事業の
協力を依頼することが可能になった［井上 2003: 150-151, 154］。この流れの中で，BS 村で
も HPHH 事業が実施されるようになったのである。









ることが明記されている［井上 2004: 97-98］。そして，2013 年 5 月 16 日，憲法裁判所の判
決によって「慣習林は慣習共同体エリアの中に位置する国有林である」という林業法第 1 条
6 項は，「国有林」という用語を削除して「慣習林は慣習共同体エリアの中に位置する森林で
10) 森林産物採取許可は Izin Pemungutan Hasil Hutan という許可だが，通称，Hak Pemungutan 
Hasil Hutan と呼ばれている。本論考では，HPHH 事業と表記する。
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ある」へと修正された。この判決によって，環境林業省は 2013 年 7 月 16 日に林業大臣通達
（2013 年第 1 号）にて所有主体による森林類型を国有林，慣習林，私有林の 3 類型に変更し
ている。以上のことから林業法では先住民（慣習共同体）の森林に対する配慮がなされてい
ることがわかる。しかし，「林地」にある森林を慣習林と承認してもらうためには厳しい要件
や行政手続きが必要になり，困難が伴う ［井上 2014: 24］。BS 村ではこの「慣習林」承認の
手続きは行われていない。
石炭開発に関しては，スハルト政権時代に制定された 1967 年法律 11 号「鉱業法」が



















か不明である。1999 年林業法 41 号にも「国民の利益に反しない限りにおいて」という文言
があり，同様のことを指摘できる。事実，スハルト独裁政権時代には「国益」のために伐採
企業や農園企業の開発が優先され，先住民が権利を主張することは困難であった ［中島 2011: 




























2000 年から BS 村と隣村の BM 村の人々は HPHH 事業に取り組むようになる。HPHH 事
業は個人もしくは組合に与えられる事業許可であるが，資金・技術がある企業と協働して実
施することになった。行政手続きや企業との連絡役など，事業を牽引したのは Ik 氏であった。
Ik 氏は企業に 12 万ルピア / 立方メートルの利用料を支払うことを合意・契約させ 12)，2002-
03 年に Pr 川上流で二度の伐採を実施した。1 度目の伐採で 10 億ルピアの利用料を獲得し，
BS 村と BM 村のすべての村人に 50 万ルピアが分配された。2 度目の伐採でも 10 億ルピア
11) また，2013 年 6 月 26 日に BS 村の村人とアブラヤシ農園企業との間に衝突が起き，村人の中に逮捕
者が出た。地方議会議長が働きかけ，逮捕された村人が釈放されたという話を東カリマンタン州のム
ラワルマン大学社会林業センターのスタッフから聞いている。
12) 12 万 / 立方メートルの内訳は，村人のために 10 万ルピア / 立方メートル，HPHH 事業の幹事役の村
















（2014 年 3 月 20 日，Ik 氏への聞き取り調査より）
以上の Ik 氏の発言からも，HPHH 事業の伐採が始まる以前（民主化・地方分権化以前）は，
原生的森林は，利用の制限がほとんどなく，利用者（相続者）のメンバーシップが不明確な「あ
いまいなコモンズ」として存在していたことを確認できる。この相続者のメンバーシップが
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ていた。相続者が準備した裁判に提出するための書類を確認したところ，書類には慣習地の












故 L 相続集団では，故 L 氏の子孫である Ly 氏，St 氏，Am 氏，Gs 氏が村に現存し，彼
ら・彼女らとその子供たちが故 L 相続集団に属していた。故 L 氏の慣習地の原生的森林で
HPHH 事業が開始され，その利用料は本来，4 人をトップとする子孫に平等に分配されるは





2007 年，木材伐採企業 HKL 社が Kp 川の二次支流 Ng 川で伐採を開始することになり，
誰に利用料を支払えばよいのかと BS 村役場に相談を持ちかけてきた。操業地の一部は故 Nt
相続集団の慣習地の原生的森林であったことから，村の役人は故 Nt 相続集団に相続集団の
メンバーを特定するよう要請した。以下，この HKL 社の利用料をめぐる問題を，HKL 社と
故 Nt 相続集団の連絡役を担っていた Mh 氏の話に基づいて説明する 13)。Mh 氏の相続集団内
での発言力は強く，集団内の中心人物である。
故 Nt 相続集団内では，世代が進んでいたことから，誰が相続集団のメンバーなのか不明
確な状況だった。故 Nt 相続集団内の長老が集まり，会議を開いた結果，7 人の長老をトップ
とするその子孫たち（以下，子孫グループ）が相続集団の対象になることが明らかになった。
そして，企業から支払われる利用料は全世帯に均等に分配されることに決まった。
13) 聞き取り調査は 2011 年 2 月 26 日に実施した。
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HKL 社が故 Nt 相続集団の慣習地で木材伐採を行い，利用料が支払われた。長老 Tg 氏の
子孫グループが企業からの利用料 1 億 2,000 万ルピアを預かり，世帯当たり 80 万ルピアが
分配された。しかし，後になって企業の書類を確認すると支払額は 2 億ルピアと記されてい
ることが分かった。Mh 氏は，長老 Tg 氏の子孫グループが 8,000 万ルピアを着服したのであ
ろうと考えていた。
次の伐採で企業から故 Nt 相続集団に利用料 1 億 7000 万ルピアが支払われた。しかし，上
述の長老 Tg 氏の子孫グループと，（Mh 氏いわく）相続集団外の人たちが独占してしまい，
残りの長老 6 人の子孫グループには利用料が分配されないという問題が生じた。Mh 氏は今
後このような問題が起きないように 7 人の長老をトップとした子孫グループではなく，15 人
の長老をトップとした子孫グループに細分化する予定でいた。グループを増やせばグループ
間の監視の目が増え，着服や不正がなくなるだろうと考えたからであった。
また，HKL 社の伐採キャンプを訪れた時，Sl 氏に出会った 14)。HKL 社は故 Ny 相続集団の






1 ヶ月以上も伐採キャンプで見張りをしている Sl 氏は，次のような経験を有していた。Sl
氏は Ny 川の支流 Pd 川を慣習地とする相続集団にも属しており，HKL 社は Pd 川でも伐採
を行っていた 15)。HKL 社からの利用料を受け取れるはずが，Sl 氏と“はとこ”の関係にある
人と，DM 町の（Sl 氏いわく）相続集団外の人が利用料を独占してしまった。Sl 氏は利用料
を独占したはとこに抗議したが，はとこは「自分たちと DM 町の人たちが相続者であって，







14) 聞き取り調査は 2011 年 2 月 3 日に実施した。調査当時，Sl 氏は県庁所在地近辺の村に住んでいた。
BS 村の近くの MT 村出身で，BS 村の人々と血縁関係を有している人である。
15) Pd 川の慣習地は BS 村の領域外ではあるが，BS 村の一部の人々も，この慣習地の相続集団に所属し
ている。
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2-3　木材伐採企業 RRL 社への対応
2007 年から木材伐採企業 RRL 社が Kp 川の支流 Ap 川と支流 Ph 川で操業を計画していた。
Ph 川は複数の相続集団の慣習地となっているにもかかわらず，ある学歴の高い相続集団の代
表が，Ph 川全流域を自分たちの慣習地であるとして企業と交渉し，利用料を独占しようとし





た Ap 川と Ph 川の流域地図が作成され，慣習的な契約儀礼を行い会議は終了した。しかし，
実際は慣習地の境界に納得していない相続者が依然として多く存在する状況であった。
2-4　木材伐採企業 TD 社への対応
2010 年 12 月 9 日，TD 社の利用料の分配をめぐって問題が発生し，会議が開催されていた。
問題発生の経緯を 2001 年から 2010 年にかけて村長を務めていた Pt 氏への聞き取り調査の
結果から説明していく 16)。
図 1 でも明らかなように TD 社は BS 村領域内の最も奥地で操業している。伐採が行われ
たのは Kp 川の支流 Tn 川であるが，ここは特定の相続集団の慣習地になっていない流域だっ
た。TD 社が操業するということで，当時の村長である Pt 氏の呼びかけで，2009 年 6 月に
会議を開催し，どのように利用料を分配するのか，話し合いがもたれた。結果，Kp 川の上
流域には故 Mm 氏の 3 人の子供たちを先祖とする相続集団が存在し，それぞれ別々の流域を
慣習地としていたことから，Tn 川流域はこの 3 つの相続集団の共有地として扱い，利用料
は平等に分配するということになった。言い換えれば，3 つの相続集団の先祖の親である故
Mm 氏の相続集団を創り出したのである。3 つの相続集団の代表（Dh 氏，Ir 氏，Db 氏）が
集まって，合意書も作成したという。しかし，TD 社が支払った利用料を，Dh 氏と Ir 氏が
代表を務める相続集団が受け取り，Db 氏が代表を務める相続集団に利用料を分配しようと
しなかった。そして，Db 氏が申し立てし，2010 年 12 月 9 日に会議が開催されていたのであっ
た。以上が問題発生の経緯である。
この申し立ての問題解決にあたったのは 2010 年から新しく村長に就任した Rd 氏であっ
た 17)。現村長Rd氏と前村長Pt氏のTn川の相続集団の慣習地に関する認識は食い違っていた。
Rd 氏いわく，上述の Ap 川や Ph 川と同じように，Tn 川の各支流は 7 つの相続集団のそれ
16) 聞き取り調査は 2010 年 12 月 9 日と 12 月 28 日に実施した。
17) Rd 氏への聞き取り調査は 2010 年 12 月 9 日に実施した。
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ぞれの慣習地になっており，TD 社の操業は Dh 氏の相続集団の慣習地と Ir 氏の相続集団の
慣習地にまたがっていたという。なぜ前村長 Pt 氏が，Dh 氏と Ir 氏の相続集団が受け取れ
る利用料を，他の相続集団に分配する合意を結ばせたのか理解できないと言っていた。
2010 年 12 月 9 日の会議には利用料の分配を拒む Dh 氏と Ir 氏の相続集団が出席しなかっ
たため，何も解決策を決めることができなかった。Rd 氏は他の 5 つの相続集団の慣習地で
TD 社の伐採が行われる時，その利用料を Dh 氏と Ir 氏の相続集団にも分配する合意を結ば
せることで，今回の利用料を分配するよう Dh 氏と Ir 氏を説得し，問題解決を図ろうと考え
ていた。つまり，Tn 川に存在する 7 つの相続集団全員で，TD 社の利用料を分配し合うよう
に促していたのであった。
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地の境界をめぐる問題も生じている状況にあった。
3　石炭開発下の森林コモンズの軌跡
3-1　石炭企業 B 社と T 社の操業に対する焼畑民の対応 18)
ダマイ郡の隣のベンティアン・ブサール（Bentian Besar）郡では，ダマイ郡に先立って
石炭開発が行われ，石炭企業は採掘地の慣習的土地所有者に補償金を支払っていた。数千万
ルピアを手にする人が続出し，中には 1 億ルピアを手にした人もいるという情報が BS 村に
広がっていた。BS 村の村人たちは，BS 村領域内で操業予定の石炭企業 B 社・T 社の進出予
定地で，焼畑，伐採だけして陸稲生産を行わない森林開拓，森の中の大木に境界の印をつけ
て森を囲い込むなどして慣習的所有権を主張するようになっていた。自称，BS 村で最も早
く森林開拓を行った Os 氏は，2004 年 5 月 6 日に石炭企業 B 社の操業予定地に船外モーター
付きの船で 2 日かけて行き，約 1 週間かけて森林内の小径木伐採を行ったという。ベンティ




こともあったという。焼畑や森林開拓，森の囲い込みは 2004 年から筆者が確認できた 2010
年 3 月まで継続されていた。B 社・T 社進出地域のほとんどすべてで慣習的土地所有権を明
示する痕跡が作られていると村人はいっていた。
石炭企業 B 社・T 社の進出予定地域は故 Ml 相続集団の慣習地である。しかし，故 Ml 相続
集団の人々のみならず，非相続者も相続集団内の人に許可を得て，焼畑や森林開拓を行って
いた。また，相続集団内の人に同行し，協働で伐採労働を行うことで土地を分け与えてもらっ













石炭企業 B 社は 2008 年に土地計測と採掘予定地の慣習的土地所有者の確定作業を行った。
そして，2009 年に郡政府・村政府の調整のもと，企業は 1,000 万ルピア / ヘクタールの補償
金を支払うことが取り決められ 19)，552ha 分の補償金が支払われた。最小でも 560 万ルピア，
最大で 4 億ルピア，平均で 7,122 万ルピアの補償金を獲得する村人が出現していた。さらに
B 社は，2011 年当時，1,448 ヘクタール分の慣習的土地所有者の確定と補償金の支払いを行
う予定でいた。石炭企業 T 社も，2011 年当時，採掘予定地の慣習的土地所有者の確定作業
を行う予定でいた。
土地を開発されることに対する補償金（損害賠償）だが，村人は「損」をする気持ちを抱























19) 1,000 万ルピア / ヘクタールの補償金の内訳は，慣習的土地所有者に 800 万ルピア / ヘクタール，手
数料として郡政府・村政府・警察に 200 万ルピア / ヘクタールである。
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せている側面があるといえる。
3-2　石炭企業 F 社の操業計画に対する対応
2007 年に石炭企業 F 社が操業を計画するようになる。操業地の中に，上述の故 Nt 相続集
団が慣習地とする Kp 川の二次支流 Ng 川が含まれていた。木材伐採企業 HKL 社への対応の










事業で焼畑・森林開拓を行う村人も出現していた。石炭企業 F 社の進出を契機に，故 Nt 相
続集団の慣習地の原生的森林は減少し続けることになったのである。


















下の場合は補償金の 20％，10 ヘクタール以上の場合は補償金の 30％を相続集団に返還する














石炭企業 B 社，T 社，F 社に対する焼畑民の対応から，次のような森林コモンズの軌跡を
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